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国連を中心とした世界の国際機関における 「障害と開発」 へ の動き
森 　壮也
　二〇〇六年一二月一三日、第六一回国連
総会は障害者の権利条約と同選択議定書を採択した。同条約については、二〇〇一年の第五六回国連総会で、メキシコ大統領から、 「障害者の権利および尊厳を保障、促進するための包括的な国際権利条約」の提案があり（この間の経緯と同条約の意義については、参考文献①を参照） 、採択後、個別権利条約としては異例 速さの五年で採択された。また同条約については、開発途上国のメキシコか の提案、リーダーシップという経緯が、こ を国際協力と開発を他の 以上に重要な課題として取り込ませることとなっ 。これら二件は の観点からも特記されて良い。
　同条約については、日本も二〇〇七年九




























業における社会開発の取り組み」と題して、また国際協力機構で障害分野のプロジェクトを担当されている越智薫さんに「日本の技術協力における障害者のメインストリーミング」としてご執筆 ただいた。この二つの日本の開発協力機関は、二〇〇八年秋に統合を控えているが、その後にできる新ＪＩＣＡで障害と がどのような形 実現されるのかの一端をこれらの原稿から想像していただくこともできよう。最後に政府間の国際協力機関として、世界銀行を取り上げた。同銀行で障害担当 シャーロット・マクレーン
=
ヌラポさんに「世界銀
行における 『障害と開発』 メインストリーミングとエンパワメ ト政策 動向」 して、最近の講演を元に た原稿をお寄せいただいた。
　本特集を通じて、現在の「障害と開発」
の国際協力機関におけるトレンドを知っていただき、 開発や国際協力の現場での研究 ・実践に本特集を役立てていただくことを期待した 。国際協力機関におけるこれら実施過程では、今後、最重要課題 なってくるのは、やはりこの分野の研究、政策策定・実施の基礎となる障害データの整備であろう。アジア経済研究所では、これらを受けて、現在、 「障害者の貧困削減
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and the Pacific, 2003.
